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特集

（６）２ １１ １５

（１）任命権者別一般職の職員の任免および職員数の状況 （人）

区分

平成３１年
４月１日現在

職員数
（ａ）

採用等の状況 退職等の状況
２年４月１日
現在職員数

（ｊ＝ａ＋ｄ－ｉ）

前年度比較
（ｊ－ａ）

３１年４月２日～
令和２年３月３１

日
（ｂ）

２年４月１日
（ｃ）

計
（ｄ＝ｂ＋ｃ）

定年
退職

（ｅ）

普通
退職

（ｆ）

死亡
（ｇ）

その他
（ｈ）

計
（ｉ＝ｅ＋ｆ＋

ｇ＋ｈ）

市長の補助職員 ５８５（３９） １４ ５０（  ８） ６４（  ８） １７ １２ １ ２２（１０） ５２（１０） ５９７（３７） １２ （△２）
市立総合病院の職員 ７６９（１９） １６ ７９（  １） ９５（  １） ６ ６２ ０ １４（  ９） ８２（  ９） ７８２（１１） １３ （△８）

議会の職員 １１ １ ３ ４ １ ０ ０ ３ ４ １１ ０
教育委員会の職員 １０８（１０） ３ １９（  ３） ２２（  ３） １１ ０ ０ １２（  ４） ２３（  ４） １０７（  ９） △１ （△１）

選挙管理委員会の職員 ４ １ １ ２ １ ０ ０ １ ２ ４ ０
監査委員会の職員 ３（  １） ０ １ １ １ ０ ０ ０ １ ３（  １） ０ （  ０）
農業委員会の職員 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

合計 １，４８０（６９） ３５ １５３（１２）１８８（１２） ３７ ７４ １ ５２（２３）１６４（２３） １，５０４（５８） ２４（△１１）
※（　）内は、再任用短時間勤務職員で外数です。
※ 職員数は上記のほかに、東京都後期高齢者医療広域連合へ１人、東京都十一市競輪事業組合へ１人、東京たま広域資源循環組合へ１人、（公財）東京市町村自治調査会へ１人派遣し
ており、令和２年４月１日現在の青梅市の総職員数は、１，５０８人となります。

人事行政の運営等の状況
　地方公務員法第５８条の２の規定に基づき、市の人事行政の運営等の状況を公表します。

問い合わせ　職員課人事給与係

１　職員の任免および職員数に関する状況

（２）部門別職員数の状況（各年４月１日現在） （人）

区分
職員数 ３１年と２年の比較増減状況

平成３０年 ３１年 令和２年 増員数 減員数 主な増減理由

一般
行政
部門

議会 １０ （　０） １１ （　１） １１（　０） ０ ０
総務 １７７ （△４） １７２ （△５） １８０（　８） １２ ４業務増
税務 ５５ （　０） ５４ （△１） ５４（　０） ２ ２
民生 ８８ （　０） ９１ （　３） ９４（　３） ４ １業務増
衛生 ５３ （△１） ５３ （　０） ５５（　２） ２ ０人員配置

農林水産 １５ （△１） １４ （△１） １４（　０） １ １
商工 １２ （　２） １２ （　０） １１（△１） ０ １事務の統廃合縮小
土木 １００ （△６） ９８ （△２） ９９（　１） ４ ３業務増
小計 ５１０（△１０） ５０５ （△５） ５１８（１３） ２５ １２

特別
行政

教育 １２４ （△２） １１７ （△７） １１６（△１） ５ ６事務の統廃合縮小
小計 １２４ （△２） １１７ （△７） １１６（△１） ５ ６

普通会計 ６３４（△１２） ６２２（△１２） ６３４（１２） ３０ １８

公営
企業等

病院 ７６３ （１０） ７６９ （　６） ７８２（１３） １４ １業務増
下水道 ２６ （△１） ２５ （△１） ２４（△１） ０ １人員配置
その他 ６４ （△１） ６４ （　０） ６４（　０） ３ ３
小計 ８５３ （　８） ８５８ （　５） ８７０（１２） １７ ５

合計 １，４８７ （△４） １，４８０ （△７） １，５０４（２４） ４７ ２３
※（　）内の数値は、対前年の増減数です。
※職員数は、地方公共団体定員管理調査に基づく数値です。

（３）役職別職員数（令和２年４月１日現在）

　市役所では、課を単位に仕事が

分担され、同じ分野の課をまとめ

て部が置かれています。

　そして、部に部長、課に課長、

係に係長などを置いています。

（人）
区分 職員数
部長職 １６
課長職 ６１
係長職 １６９
主査職 ４
副主査職 ２８
主任職 ３１５
主事職 １７３

※総合病院診療部門を除く

（４）昇任試験の状況（令和元年度）

　昇進は、原則として、能力主義、成績主義に基づいて行っ

ています。

　管理職候補者等を見い

だす方法として、課長職、

係長職、主査職、副主査職、

主任職については、昇任

試験を課しています。

３　職員の給与の状況

（１）部門別給与等の状況（平成３０・令和元年度決算） （千円）

区分
給料 職員手当

３０年度決算額
（ａ）

元年度決算額
（ｂ）

前年度比較
（ｃ＝ｂ－ａ）

３０年度決算額
（ｄ）

元年度決算額
（ｅ）

前年度比較
（ｆ＝ｅ－ｄ）

市長部局 ２，３６０，８３２ ２，３３４，５３７ △２６，２９５ ２，４１６，４１８ ２，５７５，４３３ １５９，０１５
市立総合病院 ２，７８０，０２２ ２，８０６，１１６ ２６，０９４ ３，０２５，３０１ ２，９８８，８７０ △３６，４３１

議会 ４８，９９５ ５０，０４８ １，０５３ ３６，３０３ ３７，６３１ １，３２８
教育委員会 ５００，８６５ ４７５，８７０ △２４，９９５ ３４６，４７９ ３３８，１１２ △８，３６７

選挙管理委員会 １５，９９８ １６，７４１ ７４３ １３，４７７ ４２，０４３ ２８，５６６
監査委員会 １６，８５８ １６，７２２ △１３６ １１，８３３ １２，２５９ ４２６
農業委員会 ０ ０ ０ ０ ０ ０

合計 ５，７２３，５７０ ５，７００，０３４ △２３，５３６ ５，８４９，８１１ ５，９９４，３４８ １４４，５３７

（２）初任給の状況（令和２年４月１日現在）
区分 初任給

一般行政職
高校卒 １４５，６００円

大学卒 １８３，７００円

（３）職員の平均給料月額、平均給与月額および平均年齢の状況（令和２年４月１日現在）
区分 平均給料月額 平均給与月額 平均年齢

一般行政職 ３２２，１００円 ４２０，１７３円 ４３歳２か月

一般技能職 ３３８，３００円 ３９７，３９８円 ５７歳２か月

医療職 ３０４，５８１円 ３８２，０８３円 ４１歳９か月

企業職 (市立総合病院の職員 ) ３０５，７００円 ４７４，９６０円 ３８歳１１か月

※ 平均給料月額は、４月に職員に支給される基本給としての給料を職員数で除したものです。
※ 平均給与月額は、４月に職員に支給される給料と職員手当 ( 扶養手当 ､ 地域手当、住居手当、通勤手当 ､ 単身赴任手当、

特殊勤務手当、管理職手当、時間外勤務手当等 )の合計額を職員数で除したものです。

２　職員の人事評価の状況

　職員の職務で発揮された能力などについて、毎年評価を行っています。令和元年度は、次のとおり実施しました ｡

評価期間　平成３１年４月１日～令和２年３月３１日

評価対象者　全職員

評価項目　業績（目標や職務の達成度など）、態度（責任感、積極性、規律性など）、能力（理解・判断力、企画力、指導力など）

区分
共済費 計

３０年度決算額
（ｇ）

元年度決算額
（ｈ）

前年度比較
（ｉ＝ｈ－ｇ）

３０年度決算額
（ｊ）

元年度決算額
（ｋ）

前年度比較
（ｌ＝ｋ－ｊ）

対前年度伸び率（％）

市長部局 ８５２，９０８ ８３４，４０９ △１８，４９９ ５,６３０，１５８ ５，７４４，３７９ １１４，２２１ ２．０
市立総合病院 １,０８０，２５６ １，０７０，３９７ △９，８５９ ６,８８５，５７９ ６，８６５，３８３ △２０，１９６ △０．３

議会 １７，３５６ １８，１４５ ７８９ １０２，６５４ １０５，８２４ ３，１７０ ３．１
教育委員会 １７１，０９７ １６１，０５１ △１０，０４６ １,０１８，４４１ ９７５，０３３ △４３，４０８ △４．３

選挙管理委員会 ６，１０１ ６，１５５ ５４ ３５，５７６ ６４，９３９ ２９，３６３ ８２．５
監査委員会 ５,３４２ ５，３７９ ３７ ３４，０３３ ３４，３６０ ３２７ １．０
農業委員会 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

合計 ２,１３３，０６０ ２，０９５，５３６ △３７，５２４ １３,７０６，４４１ １３，７８９，９１８ ８３，４７７ ０．６

（人）
区分 受験者数 合格者数

課長職 １５ １１
係長職 １２ １０
主査職 ３ ０
副主査職 ５ ３
主任職 ５６ ２４

※総合病院診療部門を除く
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（７） ２ １１ １５

　職員は全体の奉仕者として公共の利益のために勤務し、全力で職務遂行しなければなりません。職務の遂行にあたって職員が守るべき義務は、次のとおりです。

区分 内容
違反者数

(令和元年度 )
職務命令等に従う義務 職員は法令等の定める規程に従い、かつ上司の職務上の命令に忠実に従わなければなりません。 ０人
信用失墜行為の禁止 職員は職の信用を傷つけたり、職の全体の不名誉となる行為をしてはいけません。 １人

守秘義務 職員は職務上知り得た秘密を漏らしてはいけません。 ０人

職務専念義務
職員は勤務時間中全力で職務遂行しなければいけません。ただし、研修を受ける場合、厚生に関する計画の実施に参加する場合など
に限り、職務専念義務が免除されます。

０人

政治的行為の制限 職員は政党その他の政治的団体の結成に関与する等の政治的行為が禁止されるなどの制限があります。 ０人
争議行為等の禁止 職員は争議行為等が禁止されています。 ０人

営利企業等の従事制限
職員は営利企業等に従事することは制限されており、従事する場合には許可を受けなければなりません。なお、公務の遂行に悪影響
を及ぼさないと判断できるものについては、任命権者の許可を得ることによって営利企業等に従事することができます。

０人

　地方公務員法において、退職職員による現職職員への働

きかけが規制されており、青梅市職員の退職管理に関する

条例に基づき、職員の退職管理の適正化を図っています。

令和元年度末の退職者（課長職以上）の再就職等の状況
区分 再就職者数

本市外郭団体 １人
民間企業等 １人

※総合病院診療部門を除く

職員研修実施状況（令和元年度）
区分 受講者数 備考

東京都市町村
職員研修所

一般研修 １５１人新任職員、部課長職員等の階層別研修

実務研修等 １６６人
行政法Ⅰ、地方自治法、地方公務員法、政策法務、情報シス
テム調達導入科、財政科、契約科、固定資産税科、徴収科、
都市計画科、人権啓発研修等の実務研修

その他派遣研修 ５人
総務省自治大学校、東京都職員研修所、国土交通省国土交通
大学校、東京都特別区職員研修所等への派遣

独自研修 ２，７０２人
階層別研修、接遇研修、会計実務研修、交通安全講習会、公
務員倫理研修、情報セキュリティ研修、契約事務に関する研
修等

※総合病院診療部門を除く

７　職員の服務の状況

８　職員の退職管理の状況 ９　職員の研修の状況

（１）勤務条件に関する措置の要求の状況

　職員は、給与、勤務時間その他の勤務条件に関し、公平委員会に対して、市の当局により適当な措

置がとられるべきことを要求することができます。

（２）不利益処分に関する不服申立ての状況

　職員は、懲戒その他意に反する不利益な処分に関して、公平委員会に不服申立てをすることができ

ます。

（３）人事管理に関する苦情処理の状況

　職員は、勤務条件その他の人事管理に関して、公平委員会に苦情の申出および相談をすることがで

きます。

措置の要求、不服申立て、苦情処理の状況（令和元年度）

区分
年度当初
係属件数

年度中
申立て・相談件数

年度中
処理件数

年度末
係属件数

措置の要求 ０件 ０件 ０件 ０件
不服申立て ０件 ０件 ０件 ０件
苦情処理 ０件 ０件 ０件 ０件

１１　公平委員会の業務の状況
（１）厚生福利制度

　職員の厚生制度として、地方公務員法第４２条の規定に

基づき、青梅市職員互助会を設置し、職員の元気回復その

他の厚生に関する事業を行っています ｡この互助会は、職

員の会費および市の交付金などで運営されています。

　なお、令和元年度の会費および交付金は、毎月、給料月

額に１，０００分の２．３を乗じた金額です。

　また、職員の共済制度は、地方公務員等共済組合法に基

づき、職員と市において分担拠出する財源により、短期給

付事業（医療関係等）、長期給付事業（年金関係）、福祉事

業（人間ドック事業等）を行っており、社会保険制度の一

環とされています。

（２）公務災害補償

　公務上、通勤途上の災害により、負傷等または死亡した

場合には、地方公務

員災害補償基金から

一定の補償が行われ

ます。

１０　職員の福祉および利益の保護の状況

補償件数（令和元年度）
区分 傷病 死亡

公務災害 ０件 ０件
通勤災害 ０件 ０件

※総合病院を除く

（４）職員手当の状況（令和２年４月１日現在）
手当の種類 内容

扶養手当
（部長職を除く）

配偶者…６，０００円（課長職は３，０００円）
子ども…９，０００円
父母等…６，０００円（課長職は３，０００円）
特定期間の加算…４，０００円（１６歳～２２歳の子がいる場合に子どもの金額に
加算）

地域手当 給料、扶養手当、管理職手当の合計額の１５％
住居手当

（管理職を除く）
３５歳未満の世帯主等 (借家・借間）…１５，０００円

通勤手当
交通機関…６か月定期券等の最も経済的な額
自動車等…使用距離に応じて２，６００円～１５，０００円の範囲内の額

特殊勤務手当 著しく危険、不快、不健康その他特殊な業務についたときに支給される手当

期末手当
勤勉手当

元年度支給実績
区分 ６月期 １２月期 合計

部長職
期末手当 １．０００月分 １．０００月分 ２．０００月分
勤勉手当 １．３００月分 １．３５０月分 ２．６５０月分

課長職
期末手当 １．１００月分 １．１００月分 ２．２００月分
勤勉手当 １．２００月分 １．２５０月分 ２．４５０月分

係長職以下
期末手当 １．３００月分 １．３００月分 ２．６００月分
勤勉手当 １．０００月分 １．０５０月分 ２．０５０月分

退職手当
勤続２０年…２３．００月分、勤続２５年…３０．５０月分、勤続３５年…
４３．００月分（支給率）

管理職手当 部長…１０６，５００円、担当部長…９２，６００円、課長…８０，０００円

その他の手当
上記のほかに、単身赴任手当、管理職員特別勤務手当、労働基準法の規定に基づ
いて支給している時間外勤務手当、休日勤務手当、夜間勤務手当などがあります。

（５）特別職等の報酬の状況（令和２年４月１日現在）
区分 給料月額等

給料

市長 １，０１０，０００円
副市長 ８８０，０００円
教育長 ８０５，０００円

病院事業管理者 １，５２０，０００円

報酬
議長 ６２５，０００円
副議長 ５６０，０００円
議員 ５３０，０００円

期末手当
(元年度支給実績 )

市 長
副市長
教育長

議 長
副議長
議 員

６ 月 期
１２月期
合 計

２．３００月分
２．３５０月分
４．６５０月分

病院事業管理者

４　職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

（１）勤務時間（令和２年４月１日現在）

　職員の勤務時間は、午前８時３０分～午後５時１５分の１日７時

間４５分、週３８時間４５分です。夜間窓口や、総合病院の看護師

などで、交代勤務により職務に従事する職員もいますが ､勤務時間

は週３８時間４５分を原則として ､勤務の割り振りをしています ｡

（２）休暇等の概要

　休暇等の種類は、年次休暇、病気休暇、公民権の行使、生理休暇、

結婚休暇、産前産後の休養、母子保健健診休暇、出産介護休暇、育

児時間、子どもの看護休暇、忌引、父母の祭日休暇、ドナー休暇、

夏季休暇、長期勤続休暇、ボランティア休暇、介護休暇、短期の介

護休暇、介護時間、災害事故休暇、育児休業、部分休業です。なお、

年次休暇の昨年の平均取得日数は、１４．６日です。

　分限処分は、公務能率の維持を目的として、本人の意に反してその身分に不利益な変動をもたら

す処分です。分限処分には、免職、休職、降任、降給の４種類があります。

　懲戒処分は、公務員としてふさわしくない非行があった場合に公務員関係の秩序を維持するため

に、職員の道義的責任を追及

して行う処分です。懲戒処分

には、免職、停職、減給、戒

告の４種類があります。

分限・懲戒処分の状況（令和元年度）

区分
分限処分 懲戒処分

免職 休職 降任 降給 免職 停職 減給 戒告

処分者数 ０人 １７人 ０人 ０人 ０人 ０人 ０人 １人

６　職員の分限および懲戒処分の状況

５　職員の休業に関する状況

育児休業および部分休業の取得状況（令和元年度）
区分 育児休業 部分休業

男性職員 ８人 ０人
女性職員 １５人 ７人

※総合病院診療部門を除く
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